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研究要旨：本研究の目的は，職域における個人に向けたメンタルヘルス・プロモーション

に関して，予防教育プログラムの評価を行うことである。2 年目にあたる平成 29 年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因としてリカバリー経験（仕事以外の時間の使い方）

に注目し，リカバリー経験を促す教育プログラム（アプリケーション）開発の予備的検討

を行うとともに，開発した教育プログラムの効果の個人差を検討するための WEB 調査を行

った。 
まず，仕事との心理的距離（リカバリー経験の主要要素）を阻害するワーカホリズムの

低減プログラム（注意バイアス修正法）を開発し，その効果を健常な学生を対象としたパ

イロット研究で評価した。その結果，State	anxiety と Attention	bias の reaction	time

にポジティブな変化が認められた。	

次に，ワーカホリズム（強迫的な働き方）と心理的距離との関連に個人特性（Big	Five

パーソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす影響を WEB 調査で検討した。その結果，パーソ

ナリティに関しては神経症傾向が，完全主義傾向に関しては高目標設置が，それぞれ強迫

的な働き方と有意な交互作用を有していた。	

今後，心理的距離の促進が期待されるワーカホリズムの低減プログラムを実施する際は，



実施対象者を（1）神経症傾向が高い，（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中程度以下，

などの個人特性に注目し，これらの特性を有する人に限定することで，プログラムの効果

をより高めることが期待される。 
 
Ａ．はじめに 

本研究の目的は，人々がストレス対処法

を身に着ける（ストレスマネジメント）だ

けでなく，「良いメンタルヘルス状態を保つ」

ために必要な行動の実践（メンタルヘル

ス・プロモーション）を促し，メンタルヘ

ルス問題の予防に貢献できる教育・普及・

プログラムを開発し，評価システムを作成

することである。このうち，本分担研究で

は，職域における個人に向けたメンタルヘ

ルス・プロモーションに関して，予防教育

プログラムの評価を行うことを目的とする。 

初年度にあたる平成 28 年度では，職域に

おける個人向けメンタルヘルス・プロモー

ションの評価指標に関して，ワーク・エン

ゲイジメントに注目した文献レビューを行

った。 

2 年目にあたる平成 29 年度では，ワー

ク・エンゲイジメントの促進要因としてリ

カバリー経験（仕事以外の時間の使い方）

に注目し，リカバリー経験を促す教育プロ

グラム開発の予備的検討を目的とした。具

体的には，仕事との心理的距離（リカバリ

ー経験の主要要素）を阻害するワーカホリ

ズムの低減プログラム（アプリケーション）

を開発し，その効果をパイロット研究で評

価することを第 1 の目的とした。 

また，開発したアプリの効果の個人差を

探索するため，ワーカホリズムと心理的距

離との関連に個人特性が及ぼす影響を検討

することを第 2 の目的とした。 

	

Ｂ．リカバリー経験を促進するためのプロ

グラム（アプリ）の開発	

1.	目的	

	 研究 1 では，リカバリー経験の主要な要

素である心理的距離を促進するためのプロ

グラム（アプリ）を開発しパイロット研究

を行った。パイロット研究では，学生の

Study	engagement とストレス反応をアウト

カムとし，心理的距離の促進が期待される

ワーカホリズムの低減プログラムによって，

どのようなポジティブな効果が見込まれる

のかを検討した。	

	

2.	方法	

2.1	対象	

健常な大学生 17 名（男性 7 名、女性 10

名）を対象とした。平均年齢±標準偏差は

21±1 歳であった。	

プログラム及び方法論：プログラムは，

ストレス軽減で実績のある注意バイアス修

正法（Attention	Bias	Modification：ABM）

を用いた。ABMプログラムは通常 PC 上で実

施されることが多いが，本研究ではユーザ

ビリティの高い ipad アプリケーションに

ABM プログラムを実装したものを用いた。

なお，実施期間は 3 日間であり，ABM 実施

回数は 5 回（全試行回数 635 試行）であっ

た。	

2.2	ABM の課題	

ABM 課題としては，8つのワーカホリズム

関連ワードと，8 つのポジティブな内容の

ワードのいずれかをペアにして全 127 試行



ランダムに ipad 画面の上下空間に提示し，

素早くポジティブな方向を指で選択する課

題であった（図 1）。提示順序及び提示時間

については，1試行あたり，注視点 500msec，

上下ペア素材 500msec，プローブ（：）を

選択反応があるまで提示した。	

2.3	ABM に用いたワード	

ワーカホリズム関連用語として，【中毒，

強迫，無休，我慢，犠牲，過労，依存，悲

劇】を用いた。ポジティブ内容のワードと

して，【順調，意欲，好調，充実，元気，達

成，活力，熱意】を用いた。それぞれのワ

ードについて，ABM 最終回後に対象者に 7

件法で感情価評価（1.	非常にポジティブ，

2.	割とポジティブ，3.	わずかにポジティ

ブ，4.	ニュートラル，5.	わずかにネガテ

ィブ，6.	割とネガティブ，7.	非常にネガ

ティブ）を求めた。	

2.4 評価	

Study	engagement（vigor,	dedication,	

absorption），Anxiety（ trait	 anxiety,	

state	anxiety），Attention	bias	(reaction	

time,	correct	answer	rate)の 3 点を評価

した。	

	

3.	結果	

ワードの感情価評価について，ワーカホ

リズムの 8 ワードのスコア平均±標準偏差

は，5.8	±	0.4	(95%CI:	5.6-6.0)であった。

一方，ポジティブな内容のワードのスコア

平均±標準偏差は，1.7	±	0.4	(95%CI:	

1.5-1.9)であった。	

study	engagement については，介入後の変

化は見られなかった（表 1）。	

	 Anxiety については，Trait	anxiety は実

施後に変化は見られなかった。しかしなが

ら，State	anxiety は実施後に有意に軽減

した（46.2	±	10.3	(95%CI:	40.9-51.5)	to	

43.5	 ±	 9.3	 (95%CI:	 38.7-48.3),	

p=0.0479）。	

	Attention	bias については，1回目と 5回

目の Correct	answer	rate に差は見られな

かったが，Reaction	time が実施後に顕著

に短くなった（603	±	72.2	msec	(95%CI:	

566-640)	 to	 475	±	 69.8	 msec	 (95%CI:	

439-511),	p=0.0001）。	

	

4.	考察	

結果として，本プログラムによって，

State	 anxiety と Attention	 bias の

reaction	time にポジティブな変化が見ら

れることが明らかになった。ワーカホリズ

ム関連ワードの非捕捉により，State	

anxiety の改善が見られたことは国内外で

の新しい所見であり，今後詳細な効果検証

をするに値する点である。	

本研究はパイロットスタディであり，ワ

ーカホリズム関連ワードの非捕捉によって

State	anxiety が軽減したメカニズムにつ

いては明確に論じることはできないが，ワ

ーカホリズム関連ワードの非捕捉によって，

ポジティブな内容のワードの捕捉 Reaction	

time が短くなったという行動指標の変化が

媒介要因になっている可能性がある。つま

り，ABM により脳内のワーカホリズム関連

ワードに反応する脳部位の賦活が軽減した

ことによって，State	anxiety が軽減した

かもしれない。	

	

Ｃ．個人特性がワーカホリズムとリカバリ

ー経験との関連に及ぼす影響 
1.	目的	



研究 2 では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズムと心理的距離との関連

に個人特性が及ぼす影響を WEB 調査で検討

することを目的とした。本研究では，個人

特性として，Big	Five パーソナリティ，完

全主義傾向の 2 つの特性を取り上げて検討

する。	

	

2.	方法	

2.1	対象	

株式会社 NTT データ経営研究所の人間情

報データベース登録モニタを対象として

WEB 調査を行い，データを収集した。調査

の案内は，人間情報データベース登録モニ

タ 18494 名を対象に行った。18,494 名のう

ち回答があったのは 13,444 名であり，その

内有職者 9,191 名のデータを解析に使用し

た（男性	=	6,373 名，女性	=	2,818 名；平

均年齢	=	50.2 歳，SD	=	10.7）であった。

また，調査期間は 2018 年 2 月 16 日～2 月

26 日であった。	

	

2.2	使用尺度	

1）心理的距離：日本語版リカバリー経験尺

度（REQ-J：Shimazu	et	al.,	2012）の心理

的距離に関する 5 項目（項目例：仕事のこ

とを忘れる）を用いて測定した。本研究で

は，各質問内容に関して該当する程度を「1	

=	全く当てはまらない」から「5	=	よく当

てはまる」の 5	件法で回答を求めた。	

2 ）ワ ーカ ホリズ ム ： 日本語 版 The	

DutchWorkaholism	Scale（DUWAS：Schaufeli,	

Shimazu,		&	Taris,	2009）を使用して測定

した。本尺度は，働き過ぎ（項目例:	常に

忙しく，一度に多くの仕事に手を出してい

る），強迫的な働き方（項目例:	仕事を休ん

でいる時間は，罪悪感を覚える）の 2 下位

尺度・合計 10	項目で構成されている。本

研究では，各質問内容に関して該当する頻

度を「1	=	感じない」から「4	=	いつも感

じる」の 4	件法で回答を求めた。本研究で

は，2 つの下位尺度のうち，先行研究

（Shimazu	et	al.,	2014）で心理的距離と

負の関連が明らかにされている「強迫的な

働き方」をその後の解析に用いた。	

3）Big	Five パーソナリティ：日本語版 Ten	

Item	Personality	Inventory（小塩，阿部，

Cutrone，2012）を用いて評価した。この尺

度は，主要 5 因子性格特性の外向性（項目

例：活発で，外向的だと思う），調和性（項

目例：人に気をつかう，やさしい人間だと

思う），神経症傾向（項目例：心配性で，う

ろたえやすいと思う），勤勉性（項目例：し

っかりしていて，自分に厳しいと思う），開

放性（項目例：新しいことが好きで，変わ

った考えをもつと思う）をそれぞれ 2 項目

で評価することができる。本研究では，各

質問項目に関して該当する程度を「1	=	全

く違うと思う」から「7	=	強くそう思う」

の 7件法で回答を求めた。	

4）完全主義傾向：多次元完全主義認知尺度

（小堀，丹野，2004）を使用して測定した。

この尺度は，個人の高目標設置（項目例：

目標は高いほどやりがいがある），完全性追

求（項目例：完ぺきにやらなければ安心で

きない），ミスへのとらわれ（項目例：ミス

があると，自分が惨めに思えてくる）に関

する認知傾向を 3下位尺度・合計 15 項目で

評価する質問紙である。本研究では「1	=	全

くなかった」から「4	=	いつもあった」の



4 段階で回答を求めた。	

5）仕事の要求度，仕事の資源	

	 職業性ストレス調査票（下光他,	1998）

のうち，仕事の量的負担（項目例：非常に

たくさんの仕事をしなければならない），仕

事のコントロール（項目例：自分で仕事の

順番・やり方を決めることができる），職場

内サポート（上司，同僚）（項目例：あなた

が困った時、次の人たちはどのくらい頼り

になりますか？）の下位尺度を用いて測定

した。各質問項目に関して該当する程度を

「1=ちがう」から「4=そうだ」の 4 件法で

回答を求めた。	

	

6）人口統計学的変数	

	 年齢，性別，雇用形態を尋ねた。	

	

2.3	統計解析：	

1）すべての連続変数を中心化したうえで，

心理的距離を基準変数，以下のステップで

説明変数を段階的に投入する階層的重回帰

分析を行い，Big	Five パーソナリティと強

迫的な働き方との交互作用が心理的距離に

及ぼす影響を検証した。	

Step	1：人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）	

Step	2：仕事の要求度，仕事の資源	

Step	3：Big	Five パーソナリティ，強迫的

な働き方	

Step	4：	Big	Five パーソナリティと強迫

的な働き方との交互作用	

	 交 互 作 用 の 単 純 傾 斜 の 検 定 は ，

Pick-a-point 法（Hayes,	2013）により SD

を基準に対象者を 3群に分割し，10,000 回

のブートストラップ法を用いて行った。	

2）すべての連続変数を中心化した上で，心

理的距離を基準変数，以下のステップで説

明変数を段階的に投入する階層的重回帰分

析を行い，完全主義傾向と強迫的な働き方

との交互作用が心理的距離に及ぼす影響を

検証した。	

Step	1：人口統計学的変数（年齢，性別，

雇用形態）	

Step	2：仕事の要求度，仕事の資源	

Step	3：完全主義傾向，強迫的な働き方	

Step	4：完全主義傾向と強迫的な働き方と

の交互作用	

	 交 互 作 用 の 単 純 傾 斜 の 検 定 は ，

Pick-a-point 法（Hayes,	2013）により SD

を基準に対象者を 3群に分割し，10,000 回

のブートストラップ法を用いて行った。	

3）強迫的な働き方と心理的距離との関連に

おける感度分析を行うため，心理的距離の

得点の SD を基準に対象者を 3群（高群，中

群・低群）に分割し，各群における両者の

関連の強さを検討した。	

	

3.	結果	

3.1	Big	Five パーソナリティと強迫的な働

き方との交互作用（表 2）	

Step	4 において，神経症傾向と強迫的な

働き方との交互作用が有意であった	(β	=	

-.03,	p	=	.009)。	

交互作用の単純傾斜の検定の結果，神経

症傾向が高いほど強迫的な働き方と心理的

距離とのネガティブな関係が強くなる傾向

が認められた（図 2）。これらの結果は，神

経症傾向の高い労働者は低い労働者に比べ

て，強迫的な働き方をすることによって仕

事から心理的に離れることがより難しくな

る可能性を示唆している。	

	



3.2 完全主義傾向と強迫的な働き方との交

互作用（表 3）	

Step	4 において，高目標設置と強迫的な

働き方との交互作用が有意であった	(β	

=	.04,	p	=	.001)。	

交互作用の単純傾斜の検定の結果，高目

標設置が低いほど，強迫的な働き方と心理

的距離のネガティブな関係が強くなる傾向

が認められた（図 3）。これらの結果は，仕

事において高い目標設定をする傾向が低い

個人ほど，強迫的な働き方をすることで，

仕事から離れることがより難しくなる可能

性を示唆している。	

	

3.3 強迫的働き方と心理的距離との関連に

おける感度分析（表 4～6）	

心理的距離・高群では，強迫的な働き方

が心理的距離と有意な関連を有していなか

った。しかし，心理的距離・中群および低

群では，強迫的な働き方が心理的距離と有

意な関連を有しており，特に中群において

その効果が最大であった(それぞれ，β	=	

-.14,	p	=	.000；β	=	-.11,	p	=	.002)。

これらの結果は，強迫的な働き方の低減に

焦点を当てた心理的距離の促進プログラム

が，心理的距離・高群では効果が認められ

にくいのに対して，中程度以下の群では有

効である可能性を示唆している。	

	

4.	考察	

研究 2 では，心理的距離の促進が期待さ

れるワーカホリズムの低減プログラム（ア

プリ）の効果に関する個人差を探索するた

め，ワーカホリズム（強迫的な働き方）と

心理的距離との関連に個人特性（Big	Five

パーソナリティ，完全主義傾向）が及ぼす

影響を WEB調査で検討した。	

個人特性と強迫的な働き方との交互作用

を検討したところ，パーソナリティに関し

ては神経症傾向が，完全主義傾向に関して

は高目標設置が，それぞれ強迫的な働き方

と有意な交互作用を有していた。このこと

は，強迫的な働き方の低減を目的とした心

理的距離の促進プログラムの効果は，神経

症傾向が強い個人や目標設置が低い個人に，

より有効である可能性を示唆している。ま

た，感度分析では，心理的距離が中程度以

下の群，特に中程度の群において本プログ

ラムが最も有効である可能性も示唆された。

今後，本プログラムを実施するに際しては，

事前に実施対象者を神経症傾向が高い人や

目標設置が低い人，心理的距離が中程度以

下の人に限定することで，プログラムの効

果をより高めることが期待される。 

 

Ｄ．結論 
	 本研究の目的は，職域における個人に向

けたメンタルヘルス・プロモーションに関

して，予防教育プログラムの評価を行うこ

とである。2年目にあたる平成29年度では，

ワーク・エンゲイジメントの促進要因とし

てリカバリー経験（仕事以外の時間の使い

方）に注目し，リカバリー経験を促す教育

プログラム（アプリケーション）開発の予

備的検討を行うとともに，開発した教育プ

ログラムの効果の個人差を検討するための

WEB 調査を行った。 
まず，仕事との心理的距離（リカバリー

経験の主要要素）を阻害するワーカホリズ

ムの低減プログラム（注意バイアス修正法）

を開発し，その効果を健常な学生を対象と

したパイロット研究で評価した。その結果，



State anxietyとAttention biasの reaction 
time にポジティブな変化が認められた。 
次に，ワーカホリズム（強迫的な働き方）

と心理的距離との関連に個人特性（Big 
Five パーソナリティ，完全主義傾向）が及

ぼす影響を WEB 調査で検討した。その結

果，パーソナリティに関しては神経症傾向

が，完全主義傾向に関しては高目標設置が，

それぞれ強迫的な働き方と有意な交互作用

を有していた。 
今後，心理的距離の促進が期待されるワ

ーカホリズムの低減プログラムを実施する

際は，実施対象者を（1）神経症傾向が高い，

（2）目標設置が低い，（3）心理的距離が中

程度以下，などの個人特性に注目し，これ

らの特性を有する人に限定することで，プ

ログラムの効果をより高めることが期待さ

れる。 
 
E．健康危険情報 
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